
令和３年度事業計画 

 

１ 法定検査事業（公益目的事業１） 

(1) 法定検査事業 

1) 法定検査の推進 

① 令和３年度の検査計画基数を、７条検査は５,５００基、１１条検査は１５４, ０００基

（１１人槽以上：２０，０００基、基本検査：６６，０００基、採水員検査６８，０００基）とし、

受検率を５５％程度と見込む。 

② 検査基数の増や退職者補充のため、検査員･採水員合わせて７名程度採用す

る。 

③ 法定検査の結果、不具合が認められる浄化槽（保守点検業者に情報提供を

行う対応レベル０）については、改善の方法等の調査研究を引き続き行い、

改善の精度を高める。 

④ 法定検査の信頼性を向上させるための精度管理を徹底する。 

  

2) 浄化槽情報共有システムの整備 

① 浄化槽台帳として位置付けられている浄化槽情報共有システムについては、

保守点検業者及び行政と連携して整備を進める。 

② 浄化槽情報共有システムを活用し、浄化槽の使用休止や廃止、管理者変更

等の台帳更新を確実に行える体制を整え、浄化槽台帳の精度向上と維持を図

る。 

 

3) 検査員の技術力向上 

検査員の技術力の向上を図るため、研修会を実施するとともに、各種講習会

等に参加させる。 

 

4) 不適正浄化槽の改善及び検査拒否者対策の推進 

① 検査の結果「不適正」とされた浄化槽の原因究明や所見を明確化し、迅速

かつ適切に改善されるよう保守点検業者や清掃業者との連携を密に行う。 

② 効率化検査の実施に伴い、保守点検業者等と連携し、不具合の認められる

浄化槽の早期改善及び改善方法等の構築を進める。 

③  鹿児島県浄化槽指導監督要領に基づき、県や市町村に不適正浄化槽の原因

や受検拒否理由の具体的な報告を行い、不適正浄化槽の改善や受検拒否者対

策に取り組む。 

④ 不適正浄化槽の改善指導と受検拒否者対策として、浄化槽情報共有システ

ムに行政指導の状況を把握できるシステムの追加を検討する。 

 

 



5) 啓発の推進 

① 法定検査の必要性や浄化槽の公共的機能については、市町村広報紙・回覧

板やチラシ等により啓発を行うとともに、保守点検業者等と連携し維持管理

の重要性等について啓発を行う。 

② 効率化検査制度の周知については、ホームページに掲載するとともに、浄

化槽管理者等向けのパンフレットを配布し啓発を行う。 

 

6) システムの改修 

① 浄化槽情報共有システムについては、保守点検業者及び行政からの要望に

応じて改修を行い、操作性の向上と機能の充実を図る。 

② 検査業務のシステムを新サーバーへ更新するため、新サーバーに対応した

システムの改修を行う。 

 

7) 未収金回収の徹底 

① 未収金については、検査の３ヶ月後と６ヶ月後の再請求と必要があれば訪

問集金を行った後、年に１回以上の督促を継続して行い、検査から４年経過

する未収金は弁護士に回収を委任する等して、未収金の回収を徹底する。 

② 検査手数料については、未収金が発生しないように、また、検査時間の短

縮や未収金回収の手間の削減のために、口座振替の勧奨を行う。 

 

8) 将来計画の検討 

効率化検査の第２期以降に向けて、安定的に業務運営できるよう将来計画を

検討する。 

 

(2) 生活排水調査等の推進 

法定検査などにより蓄積したデータを生かし、市町村等からの水質調査等の

依頼に対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ 浄化槽普及啓発・適正化推進事業（公益目的事業２） 

(1) 浄化槽の普及啓発 

1) 浄化槽設置の広報 

① 行政と協力して県内各地のふるさと祭り等に浄化槽コーナーを設けて出展

し、生活排水処理の重要性や合併処理浄化槽の役割、維持管理の必要性等に

ついて広報する。 

② 県内の生活排水対策の現状や浄化槽整備に係る補助事業等を取りまとめた

資料集「かごしまの生活排水対策（令和３年度版）」を作成し、県、市町村及

び浄化槽関係業者に配布する。 

                                                   

2) 単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換推進 

① 県、市町村及び会員と協力して、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への

転換を推進するため、国等の施策や補助事業の周知を図る。 

② 国及び県が浄化槽事業の最も望ましい事業として推進している「公共浄化

槽等整備推進事業」について、事業を実施している市町村を支援するととも

に、県と連携して事業導入を市町村に働きかける。 

 

3) 県選出国会議員、県及び市町村への要望 

① 鹿児島県浄化槽推進市町村協議会と連携して、県選出国会議員及び県に浄

化槽関連予算の確保や浄化槽の維持管理の助成等の要望を行う。 

② 支部と連携して、市町村に合併処理浄化槽への転換促進や浄化槽の維持管

理の助成等の要望を行う。 

   

(2) 浄化槽全般の適正化の推進 

1) 鹿児島県浄化槽設計・施工ガイドブック改訂版の発行 

日本建築行政会議発行の「浄化槽の設計・施工上の運用指針」（2015 年版）や、

これまでに寄せられた関係者からの意見等を踏まえ、改訂版を発行する。 

 

2) 技術研修会等の開催 

① 浄化槽設備士及び浄化槽管理士等を対象とした技術研修会を支部と協力し

て開催し、関係業者の技術力の向上を図る。 

② 浄化槽設備士試験受験予定者を対象とした浄化槽設備士試験準備講習会を

開催し、浄化槽設備士の養成を支援することで、浄化槽工事の適正化推進を

図る。 

③ 浄化槽管理士を対象とした浄化槽維持管理技術研修会を開催するとともに、

保守点検業者の研修会に職員を派遣し、最新の浄化槽の維持管理技術や水質

改善手法等について研修することで、浄化槽維持管理技術の向上を図る。 

④ 鹿児島県浄化槽保守点検業者登録条例の改定により、保守点検業者に所属

する浄化槽管理士は、所定の内容の講習を受講することが義務付けられたこ

とから、浄化槽管理士研修会を県及び関係団体と連携して開催し、浄化槽維



持管理の適正化推進に寄与する。 

⑤ 鹿児島県浄化槽推進市町村協議会の事務局を担当するとともに、市町村の

浄化槽担当者の研修会等を開催することで、市町村の浄化槽整備事業の推進

を支援する。 

⑥ 会員からの県内開催の要望を受け、浄化槽管理士資格取得講習会（13 日間）

及び浄化槽技術管理者講習会（3日間）を開催し、浄化槽管理士の養成を支援

することで浄化槽維持管理の適正化推進に寄与する。 

 

3) 浄化槽設置者の啓発 

① 鹿児島県浄化槽推進市町村協議会と協力し、浄化槽の新規設置者に対して、

浄化槽の適正な使用方法や保守点検・清掃、法定検査の重要性等を記載した

「浄化槽のしおり」を保存ファイルをとともに配布し、浄化槽管理者の浄化

槽に対する理解の促進を図る。 

② 市町村と連携し、小中学校等において、地域の水環境の保全や生活排水対

策の必要性、浄化槽の役割等について環境学習出前講座を実施する。 

③ 市町村と連携し、浄化槽設置予定者等に対する浄化槽講習会の開催を検討

する。 

 

4) 浄化槽に関する情報の発信 

① 会報誌「浄化槽かごしま」を定期的に発行し、県、市町村及び浄化槽関係

業者等に浄化槽に関する最新の情報を提供する。 

② ホームページを随時更新し、浄化槽に関する各種情報を県民等に提供する

とともに、浄化槽の正しい使い方や各種手続き等について広報する。 

 

5) 浄化槽に関する課題等の解決対応 

① 浄化槽関係業者や市町村等行政からの浄化槽に関する質問や技術的相談に

対応するとともに、浄化槽管理者からの浄化槽工事や維持管理に関する問い

合わせに回答し、改善を要するときは改善案を提案するなど、浄化槽に対す

る信頼性の向上に努める。 

② 浄化槽の課題等について調査・協議し、浄化槽の適正化の推進を図り、信

頼性の向上に努める。 

 

6) 大規模災害に対する浄化槽の点検・復旧等に関する支援 

本県において大規模災害が発生した場合に、県との災害時支援協定に基づき、

被災浄化槽の早期復旧を支援する。 

 

7) 省エネ型浄化槽システム導入推進事業の推進 

環境省の「省エネ型浄化槽システム導入推進事業」については、国庫補助制

度や事業の効果等について、浄化槽設置者への周知を図り、事業の推進に努め

る。 

 



３ 浄化槽機能保証事業（公益目的事業３） 

浄化槽に機能異常が発生した場合に原因者を明らかにして、当該原因者によ

る補修等の措置を確保するとともに、原因者が明らかにできない場合等には、設

置者に負担をかけずに浄化槽の補修等の措置を確保するため、一般社団法人全国

浄化槽団体連合会で制度化されている「浄化槽機能保証制度」を推進し、浄化槽

に対する県民の信頼と安心・安全の確保を図る。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


